
Ｌアラートに係る総務省の取組状況について

令和６年 1 2月

総務省情報流通行政局

地域通信振興課

資料WG41-10



令和６年度総務省調査事業の概要

 本年度は、今後のＬアラートの安定性・信頼性・継続性を一層向上するとともに、政府全体の
防災DXの取組にも寄与するものとするため、以下の２点について調査を実施。

 議論の成果は、今後の運営諮問委員会において報告予定。
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調査項目 概要

１．他の防災関係システムとの
情報連携の在り方等に係る整理

○Lアラートで流通する情報の充実や防災DXの高度化を図るため、以下の事項について
 調査研究を実施
①他の防災関係システムとの具体的な情報連携の在り方
②Lアラートを今後一層有効に機能させるための課題の整理

２．システム改修に向けた調査

○Ｌアラートは災害情報の伝達を効率的に行う上で極めて重要な役割を担うものであり、
   政府全体の防災DXの取組にも寄与していくことを見据えれば、Ｌアラートの安定性・信
   頼性を一層向上させていくことが重要。
○そのため、政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群等を踏まえなが
ら、Lアラートのセキュリティや耐災害性の強化等、システム面での課題の整理を実施。



• 地域住民への迅速な避難指示等の情報の伝
達において必要不可欠なＬアラートは、内
閣府総合防災情報システムとの連携も予定
され、さらに重要な役割を果たすようにな
るため、システムの安定性及び持続可能性
の観点から、安定した体制による運営が不
可欠。

• このため、Ｌアラートについて、情報伝
達・共有の質の向上及び効率化をはかるべ
く、内閣府総合防災情報システムとのデー
タ連携に向けた調査や、今後の運営及びシ
ステムの在り方に関する調査を行う。

【予算】Ｌアラートによる災害情報の確実な
伝達の推進
1.5億円 （６年度 1.0億円）

市区町村

都道府県

災害対応機関
（ライフライン事業者等）地方公共団体

都道府県
防災情報
システム

避難指示情報
等の入力

報道機関/Webメディア・アプリ事業者等

地域住民等

（出典）ＮＨＫ

内閣府総合防災情報
システム

Webサイト （出典）Yahoo!天気・災害

テレビ、ラジオ

停電情報等の発信

データ連携

災害対応機関
（国等）

避難指示情報等の収集・配信
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令和7年度総務省予算概算要求の概要



Ｌアラート地域セミナーの開催
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Ｌアラート情報の質の向上を図るため、情報発信を行う自治体職員（特に市区町村の職員）に対し、Ｌアラートの
基本的な概要・意義や情報発信の実務における留意点等について説明するとともに、情報発信における工夫の事例
等について地域の関係者間での意見交換を促すため、総務省主催のセミナーを開催中。

【開催概要】
（セミナーの内容（一例））
・ 総務省からの説明（Ｌアラートの概要、意義）
・ FMMCからの説明（Ｌアラートの運用状況、情報発信の実務における留意点）
・ 都道府県からの説明（都道府県防災情報システムの操作説明）
・ その他登壇者からの説明（情報伝達者：Ｌアラートの活用状況や問題意識）
・ 出席者による意見交換（市区町村における取組事例・問題意識の共有、地元メディアとの意見交換等）

（開催形態）
・ 開催時期は、８～９月（梅雨期の振り返りを行い、台風期に備える）又は11月～年末（梅雨期・台風期の振り返りを行い、
次年度に備える）を軸に、都道府県の希望に応じて決定。
・ 地域での関係性構築のため、原則対面実施とする。

（開催実績）６月：秋田県、10月：北海道、 11月：徳島県
（開催予定）１月：奈良県、２月：宮城県
※その他、今年度の出水期の振り返りにも活用いただくため、追加募集中。
→ 各地域ブロック内で定着・横展開させ、最終的には各都道府県における「顔の見える関係」の構築に向けた取組の自走を目指す。



第1５回東海地域Lアラート推進連絡会の開催
• 令和６年11月21日（木）に、第15回東海地域Lアラート推進連絡会を開催。
• 自治体及び報道機関等、46団体が出席。Ｌアラートの活用事例(テレビにおけるL字放送、コミュニティFMにおけ
るビューワの使い方)などの共有がなされた。

【第15回東海地域Lアラート推進連絡会の概要】
日時：令和6年11月21日（木） 14:00～15:45
場所：名古屋合同庁舎第３号館7階共用会議室（オンライン併用）
出席団体数：46団体

（会長（安田孝美 名古屋大学教授）、副会長（芝勝徳 神戸市外国語大学教授）、
自治体（岐阜・静岡・愛知・三重の４県及び４市）、報道機関等。事務局：総務省東海総合通信局）

議事：
１ 開会
２ 事務局報告「Ｌアラートの情報伝達に関するアンケート結果について」
３ 総務省におけるＬアラートの取組
４ 一般財団法人マルチメディア振興センターからの説明
５ 放送局からのＬアラートの活用について報告（株式会社ＣＢＣテレビ、株式会社尾張東部放送）
６ その他
７ 閉会

⇒ 総務省では、各総合通信局を含め、今後も各地域での連絡会開催に推奨しております。
（総合通信局エリアでの開催のほか、都道府県単位での開催も可能です）
特に自治体構成員の皆様で連絡会開催に御関心のある方がいらっしゃれば、是非御連絡ください。
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